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フルテック株式会社
　
　

「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」及び「個
別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、当社ホー
ムページ（https://www.fulltech1963.com）に掲載することにより、株主の皆
様にご提供しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（2020
2020

年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 329,304 289,864 5,342,656 △200 5,961,624

当期変動額

剰余金の配当 　 　 △150,294 △150,294
親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 277,934 277,934

自己株式の取得 △32 △32

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 　 　 　 　

当期変動額合計 － － 127,639 △32 127,607

当期末残高 329,304 289,864 5,470,296 △232 6,089,232

　
その他の包括利益累計額

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 167,456 △42,229 125,226 6,086,851

当期変動額

剰余金の配当 　 　 　 △150,294
親会社株主に帰属する
当期純利益 　 　 　 277,934

自己株式の取得 △32

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △42,241 △1,804 △44,046 △44,046

当期変動額合計 △42,241 △1,804 △44,046 83,560

当期末残高 125,214 △44,034 81,179 6,170,412
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連結注記表
　
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
　 ・連結子会社の数 １社

・主要な連結子会社の名称 アートテックス株式会社
２．持分法の適用に関する事項
　 該当事項はありません。
３．連結の範囲の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
　 連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
５．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準および評価方法

　 その他有価証券
　 ・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

　 ・時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産の評価基準および評価方法
原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
イ 原材料

　 総平均法による原価法
ロ 仕掛品

　 個別法による原価法
ハ 貯蔵品

　 最終仕入原価法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２年～47年
機械装置及び運搬具 ２年～12年
工具、器具及び備品 ２年～20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 製品保証引当金
製品保証費用の発生に備えるため、過去の実績に基づく将来の保証見込額を計上しております。

③ 工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、連結会計年度末の未引渡し工事のうち、損失の発生が見込
まれ、かつ金額を合理的に見積もることが出来る工事について、その損失見込額を計上しております。

④ 建物解体費用引当金
建物解体の支出に備えるため、当連結会計年度末における解体支出の見込額に基づき計上しておりま
す。

⑤ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。
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（4）その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法
イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、期間定額基準によっております。

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により費用処理しております。

ハ 小規模企業等における簡便法の適用
連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

② 重要な収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　 工事完成基準によっております。
③ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、
当連結会計年度の費用として処理しております。

（会計上の見積りの変更に関する注記）
退職給付に係る会計処理における数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用年数処理について、従業員の平
均残存勤務期間が短縮したため、当連結会計年度より費用処理年数を15年から10年に変更しました。
この変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ5,857千円

減少しております。

（追加情報）
当社グループは、新型コロナウイルス感染症の影響について、業績への影響は軽微であると仮定し、会計上
の見積りを行っております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 1,543,194千円

　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数
　 普通株式 5,367,800株
　
２．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2020 年３月 27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 96,618 18 2019年12月31日 2020年３月30日

2020 年 ８ 月 ７ 日
取 締 役 会 普通株式 53,676 10 2020年６月30日 2020年９月７日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年３月30日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 91,250 17 2020年12月31日 2021年３月31日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的で安全性の高い預金等に限定し、長期資金や短期的運転資金
については銀行借入により調達する方針であります。また、デリバティブ及び投機的な取引は行わない方針
であります。
２．金融商品の時価等に関する事項
2020年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注)２を参
照ください。)。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,896,318 1,896,318 ―
(2) 受取手形及び売掛金 1,640,301 1,640,301 ―
(3) 電子記録債権 418,213 418,213 ―
(4) 投資有価証券 313,724 313,724 ―

資産計 4,268,558 4,268,558 ―
(1) 支払手形及び買掛金 2,270,250 2,270,250 ―
(2) 未払金 284,151 284,151 ―
(3) 長期借入金（１年内返済予定分を含む） 268,894 268,894 ―

負債計 2,823,295 2,823,295 ―
（注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産
(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。
(4）投資有価証券
株式等は主に取引所の価格によっております。

負 債
(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。
(3) 長期借入金(１年内返済予定分を含む）

長期借入金の時価の算定については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。

　 なお、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額
区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 81,798
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資
有価証券」には含めておりません。

　
（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の総資産に占める割合が僅少であるため、記載を省略しております。
　
（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,149円56銭
１株当たり当期純利益 51円78銭
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株主資本等変動計算書
　

（2020
2020

年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

当期首残高 329,304 279,304 279,304 12,500
当期変動額
別途積立金の積立 　 　 　
剰余金の配当 　 　 　
当期純利益 　 　 　
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　

当期変動額合計 － － － －
当期末残高 329,304 279,304 279,304 12,500

株主資本

利益剰余金

自己株式その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 4,210,000 314,553 4,537,053 △200
当期変動額
別途積立金の積立 200,000 △200,000 －
剰余金の配当 　 △150,294 △150,294
当期純利益 　 189,334 189,334
自己株式の取得 △32
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　

当期変動額合計 200,000 △160,960 39,039 △32
当期末残高 4,410,000 153,592 4,576,092 △232
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（単位：千円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 5,145,462 169,726 169,726 5,315,188
当期変動額
別途積立金の積立 － 　 　 －
剰余金の配当 △150,294 　 　 △150,294
当期純利益 189,334 　 　 189,334
自己株式の取得 △32 △32
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △42,241 △42,241 △42,241

当期変動額合計 39,007 △42,241 △42,241 △3,234
当期末残高 5,184,469 127,484 127,484 5,311,953
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個別注記表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準および評価方法
① 子会社株式

　 移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

　 ・時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）を採用しております。

　 ・時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。

（2）たな卸資産の評価基準および評価方法
原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　 ・原材料
　 総平均法による原価法
　 ・仕掛品
　 個別法による原価法
　 ・貯蔵品
　 最終仕入原価法
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ２～47年
構築物 10～45年
車両運搬具 ２～５年
工具、器具及び備品 ２～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）製品保証引当金
製品保証費用の発生に備えるため、過去の実績に基づく将来の保証見込額を計上しております。

（3）工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、事業年度末の未引渡し工事のうち、損失の発生が見込まれ、
かつ金額を合理的に見積もることが出来る工事について、その損失見込額を計上しております。

（4）建物解体費用引当金
建物解体の支出に備えるため、当事業年度末における解体支出の見込額に基づき計上しております。

（5）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（6）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、期間
定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理しております。

４．重要な収益及び費用の計上基準
　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　 工事完成基準によっております。
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５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類に
おける会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当
事業年度の費用として処理しております。

（会計上の見積りの変更に関する注記）
退職給付に係る会計処理における数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用年数処理について、従業員の平
均残存勤務期間が短縮したため、当事業年度より費用処理年数を15年から10年に変更しました。
この変更により、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ5,857千円減少してお

ります。

（追加情報）
当社は、新型コロナウイルス感染症の影響について、業績への影響は軽微であると仮定し、会計上の見積り

を行っております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,079,076千円

２．関係会社に対する金銭債権債務
区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、以下のとおりであり
ます。
短 期 金 銭 債 権 436千円
短 期 金 銭 債 務 413,630千円

　
（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高
営業取引による取引高
仕 入 高 1,386,223千円
販売費及び一般管理費 3,652千円
営 業取引以外の取引高 42,307千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 150株
　
（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 27,078千円
役員退職慰労引当金 72,609 〃
貸倒引当金 6,534 〃
投資有価証券評価損 8,962 〃
ゴルフ会員権評価損 14,248 〃
減損損失 43,591 〃
固定資産除却損 13,468 〃
譲渡損益調整資産 5,472 〃
未払事業税 5,968 〃
工事損失引当金 8,153 〃
建物解体費用引当金 10,643 〃
その他 4,165 〃

繰延税金資産小計 220,896千円
評価性引当額 △119,498 〃
繰延税金資産合計 101,398千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △56,042千円
譲渡損益調整資産 △1,938 〃

繰延税金負債合計 △57,981 〃
繰延税金資産純額 43,416千円
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（リース取引に関する注記）
１．ファイナンス・リース取引
（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引

（1）リース資産の内容
有形固定資産

　 主に業務用車両等であります。
（2）リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　

２．オペレーティング・リース取引
（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
１年内 55,820千円

１年超 86,576 〃

合計 142,397 〃
　

（関連当事者との取引に関する注記）
１．子会社及び関連会社等

（単位：千円）
種 類 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 アートテックス㈱ 所有
直接100％

製 品 の 仕 入
役 員 の 兼 任

ステンレスサッシ等の仕入
（注）１

1,386,223
（注）２

支払手形
買掛金

257,109
155,677

経営指導料の受取 36,000
（注）２ ― ―

　

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１ 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定してお

ります。
　 ２ 取引金額に消費税等を含めておりません。

２．役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 989円62銭
１株当たり当期純利益 35円27銭
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